
Ｎｏ．１

対象施策の名称

担当課

対象施策の概要

手続の方法 実施結果 実施期間

パブリックコメント
手続

意見提出件数　７３件（５５人）
対象施策への意見の反映　有

令和２年１２月１６日
～

令和３年１月１５日

市民会議の設置

徳島市まちづくり総合ビジョン策定市民会
議
委員数　２１人（うち公募委員　　１人）
　　　　　　　（うち女性委員　１０人）
開催回数　２回（傍聴者数　延べ　４人）

（第１回）令和２年１１
月５日
（第２回）令和３年１月
２５日

備考

徳島市市民参加
推進本部による
意見

当該施策の策定に係る市民参加手続については、一定の市民参加が図られたものと考え
られる。当該施策の見直し等を行うときは、一層の市民参加が図られるよう努められた
い。

市民参加手続実施評価表　（令和２年度策定施策）

徳島市総合計画２０２１―水都とくしま「新創造プラン」―

企画政策部　企画政策課

近年、急激な社会情勢の変化により深刻化・多様化する政策課題に対応するため、平成
２８年度に策定した「徳島市まちづくり総合ビジョン」に代わる新たなまちづくりの指針
となる「徳島市総合計画２０２１」を策定し、市政運営を総合的かつ計画的に推進する。

市民参加手続の
実施結果

市民参加手続の
評価

評価項目１：　市民参加手続の周知は十分に行えたか。

各手続の実施告知、結果公表等に際しては、総務課と連携の上、遅くとも１週間前には
公式ホームページに掲載する等、適切な時期及び方法により周知した。また、イラストや
図表を用いた資料を作成・公表するなど、分かりやすく、市民の関心を高める周知に努め
た。
市民会議の設置・実施にあたっては記者会見や市政記者への資料提供を行うとともに、

将来像の市民意見募集では広報とくしまを活用するなど、多様な手段により、工夫して周
知を行った。

評価項目２：　意見を十分収集できたか。また、収集した意見は適切に取り扱ったか。

市民会議については、対象施策の内容を踏まえた男女の割合や年齢層を考慮するととも
に、住民代表として公募市民を募る等、幅広い層から多様な意見を収集できるような委員
構成に努めた。また、会議では多くの委員から多様な意見収集を行うことができ、その内
容を計画に反映できるよう心がけた。
パブリックコメント手続については、計画全体に係る内容から個別の施策に対する内容

まで幅広く意見をいただき、計画に反映した。
さらに、これらの手続きに加えて、アンケート、将来像の市民意見募集、徳島市ユー

ス・ミーティングといった様々な手法を用いて、対象や性質の異なる多様で多くの意見を
収集することができた。
これらの手続きにより得られた意見については、ホームページにおいてこれらの意見に

対する当課の考え方を公表したり、会議で報告する等、適切に取り扱った。

評価項目３：　市民参加手続を通じて、市民の主体的な参画のもと、施策を策定できたか。

市民会議の設置に際しては、公募市民を募る等、外向的で開かれた会議となるよう心が
けた。
また、アンケートや将来像の市民意見募集、徳島市ユース・ミーティング等で多様な市

民参画の機会を設けるとともに、市民会議では多様な主体に参画いただけるよう委員構成
を配慮し、多くの委員から幅広い多様な意見を収集することができた。計画案に対して
は、今までにはなかった新しい視点や切り口の意見が得られ、それらを計画に活かし、内
容を充実させることができた。
　これらのことから、市民の主体的な参画のもと、対象施策を策定できたと考えている。



Ｎｏ．２

対象施策の名称

担当課

対象施策の概要

手続の方法 実施結果 実施期間

市民会議の設置

徳島市行財政改革推進市民会議
委員数　１０人（うち公募委員　１人）
　　　　　　　（うち女性委員　４人）
開催回数　３回（傍聴者数　延べ１人）

令和２年１１月９日
～

令和３年３月２６日

備考

徳島市市民参加
推進本部による
意見

市民参加手続の
実施結果

市民参加手続の
評価

評価項目１：　市民参加手続の周知は十分に行えたか。

市民会議の開催に際しては、ホームページでの事前告知や市政記者への資料提供を行
い、より多くの市民に関心を持ってもらえるように努めた。

パブリックコメント手続については、新型コロナウイルス感染症拡大への対応など、社
会環境の急激な変化に迅速に対応するため、プランを早急に見直す必要があったことか
ら、徳島市市民参加基本条例第６条第２項第１号（緊急を要するもの）に該当するものと
し、実施していない。

市民参加手続実施評価表　（令和２年度策定施策）

本計画は、効果的・効率的な行財政運営の推進といった市政全般にわたる基本的な計画
であることから、市民参加手続の対象となる案件であり、２０１８年に策定された見直し
前の計画では、パブリックコメント手続が実施されている。
徳島市市民参加基本条例【事務マニュアル編】では、徳島市市民参加基本条例第６条第

２項第１号に該当するもの（市民参加手続の対象としないことができるもの）として、災
害の発生により甚大な被害が出たとき、緊急に策定する復興支援計画等が例示されてお
り、本計画における未実施理由とは性格が異なっている。
以上のことから、本計画の見直し等を行うときは、パブリックコメント手続の実施を前

提としたスケジュール調整を検討し、総務課と連携の上、一層の市民参加が図られるよう
努められたい。

評価項目２：　意見を十分収集できたか。また、収集した意見は適切に取り扱ったか。

市民会議については、見直し前のプラン（徳島市行財政改革推進プラン２０１８）の取
組について意見をいただいている既存の市民会議を活用し、毎会議において活発な議論が
行われ、多様な意見をいただいた。
また、いただいた意見については、ホームページ上に会議録として掲載したほか、可能

な限り施策に反映できるよう取り扱った。

評価項目３：　市民参加手続を通じて、市民の主体的な参画のもと、施策を策定できたか。

市民会議の開催により、有意義な意見が得られ、施策に反映する等、施策の内容を充実
させることができたことから、市民の主体的な参画のもと、対象施策を策定できたと考え
ている。

徳島市行財政改革推進プラン２０２１
―質の高い持続的な成長の実現―
総務部　行財政経営課

平成３０年に策定した「徳島市行財政改革推進プラン２０１８」の考え方や推進方策な
どを基本的に継承しつつ、ポストコロナ時代の「新たな日常」構築の原動力となるよう見
直しを行った「徳島市行財政改革推進プラン２０２１」を策定し、行財政改革を一層推進
するもの。



Ｎｏ．３

対象施策の名称

担当課

対象施策の概要

手続の方法 実施結果 実施期間

パブリックコメント
手続

意見提出件数　３５件（７人）
対象施策への意見の反映　有

令和２年１２月１６日
～

令和３年１月１５日

市民会議の設置

第３次徳島市環境基本計画策定のための市
民会議
委員数　１２人（うち公募委員　　２人）
　　　　　　　（うち女性委員　　４人）
開催回数　５回（傍聴者数　延べ　０人）

令和元年１０月２５日
～

令和２年１１月６日

アンケートの実施

市民アンケート
配布数　１，５００件
回答数　　　４５４件
回答率　　３０．２％
事業者アンケート
配布数　　　５００件
回答数　　　１７７件
回答率　　３５．４％

令和元年１０月２５日
～

令和元年１１月１５日

備考

徳島市市民参加
推進本部による
意見

市民参加手続の
実施結果

市民参加手続の
評価

評価項目１：　市民参加手続の周知は十分に行えたか。

各手続の事前周知、結果公表等に際しては、総務課と連携の上、適切な時期及び方法に
より周知した。また、市ホームページに当計画の専用ページを設け、当計画の策定状況等
の公表や各手続の周知を行った。
パブリックコメント手続の実施に際しては、広報とくしまにも掲載し、より多くの市民

に関心を持ってもらえるよう努めた。

市民参加手続実施評価表　（令和２年度策定施策）

当該施策の策定に係る市民参加手続については、一定の市民参加が図られたものと考え
られる。当該施策の見直し等を行うときは、一層の市民参加が図られるよう努められた
い。

評価項目２：　意見を十分収集できたか。また、収集した意見は適切に取り扱ったか。

市民会議について、委員構成として男女の割合、年齢層等の割合に一定の均衡を図るこ
とができ、各専門分野の見地からも充実した議論がされた結果、意見を十分収集できたと
考えている。
アンケートの実施については、行政地区の人口数や年齢、性別を考慮した上で調査対象

を設定したことにより、幅広い意見を収集することができた。
パブリックコメントについて、７名の方から３５件の意見提出があり、施策へ反映でき

るかどうかの検討を行い、意見に基づき４箇所の修正を行った。施策の反映に至らなかっ
た意見についても、本計画を推進していく上での参考となるものであった。
各手続により得られた意見については、ホームページにおいて議事録の公表や、本課の考
え方の公表等、適切に取り扱った。

評価項目３：　市民参加手続を通じて、市民の主体的な参画のもと、施策を策定できたか。

一連の市民参加手続の実施に当たっては、マニュアルを踏まえた適宜の周知に努めたと
ともに、施策策定の進捗状況や得られた意見等を適宜ホームページに掲載するなど、公開
性・透明性の確保を図った。
市民からは有意義な意見が多数得られ、いくつかは施策に反映し、施策の内容を充実さ

せることができた。
　これらのことから、市民の主体的な参画のもと、対象施策を策定できたと考えている。

第３次徳島市環境基本計画

環境部　環境保全課

徳島市環境基本条例第８条に基づき、本市の環境の保全に関する施策を総合的かつ計画
的に推進するため、令和３年度から１２年度の１０年間を計画期間とする「第３次徳島市
環境基本計画」を策定する。なお、本計画は地球温暖化対策の推進に関する法律第２１条
第３項に規定される「地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）」を兼ねるも
ので、「第２次徳島市地球温暖化対策推進計画」を引き継ぐものである。



Ｎｏ．４

対象施策の名称

担当課

対象施策の概要

手続の方法 実施結果 実施期間

パブリックコメント
手続

意見提出件数　０件（０人）
対象施策への反映　無

令和２年１２月１６日
～

令和３年１月１５日

市民会議の設置

徳島市高齢者福祉計画及び介護保険事業計
画策定委員会
委員数　２２人
（うち公募委員２人、女性委員１１人）
開催回数　３回(傍聴者数　延べ０人）

令和２年７月２１日
～

令和３年２月３日

アンケートの実施

①在宅介護実態調査
６４５件／６４５件／１００％
②介護サービス事業所実態調査
５４０件／４３６件／８０．７％
③介護予防・日常生活圏域ニーズ調査
３，２００件／２，０５１件／６４・１％
④居所変更実態調査
１６４件／１２７件／７７．４％

※下段【共通】：配布数／回答数／回答率

①平成３０年１０月１日
～

令和元年９月３０日
②・③令和元年１２月６日

～
令和元年１２月２０日
④令和２年１月６日

～
令和２年１月２０日

備考

徳島市市民参加
推進本部による
意見

当該施策の策定に係る市民参加手続については、一定の市民参加が図られたものと考え
られる。当該施策の見直し等を行うときは、一層の市民参加が図られるよう努められた
い。

市民参加手続の
実施結果

（当時）保健福祉部　介護保険課・高齢福祉課
（現在）健康福祉部　健康長寿課・高齢介護課

老人福祉法第２０条の８及び介護保険法第１１７条の規定に基づき、高齢者福祉計画及
び介護保険事業計画の円滑な運営のため、令和３年度から令和５年度の３年間を計画期間
とし一体的に策定する。

市民参加手続の
評価

評価項目１：　市民参加手続の周知は十分に行えたか。

各手続の実施告知、実施状況、結果公表等について、遅くとも１週間前には公式ホーム
ページに掲載する等、適切なタイミング及び方法で周知するよう努めた。また、施策や手
続に係る概要資料、Ｑ＆Ａの作成には、イラストや図表を用い、できるだけわかりやすい
表現を心がけ、より多くの市民参加が図られるよう工夫した。
市のホームページは、施策や手続の専用ページを設け、市の広報誌で周知し、より多く

の市民に関心を持ってもらえるよう努めた。

対象施策や市民参加手続の周知に関しては、令和５年度に予定している計画策定時に、
さらに効果的に手続が実施できるよう検討したい。

市民参加手続実施評価表　（令和２年度策定施策）

評価項目２：　意見を十分収集できたか。また、収集した意見は適切に取り扱ったか。

パブリックコメント手続においては意見の提出がなかった。施策の素案に関して市民か
ら一定の理解を得られたと認識しているものの、今後は多様な意見を可能な限り収集でき
るよう、手続の周知方法等について検証したい。
　策定委員会では、各委員から多様で活発な議論が行われた。

評価項目３：　市民参加手続を通じて、市民の主体的な参画のもと、施策を策定できたか。

一連の市民参加手続の実施に当たっては、対象施策に関連の深い団体とも連携するなど
周知に努めた。施策策定の進捗状況や得られた意見は、適宜市のホームページに掲載し、
公開性・透明性の確保に努めた。

徳島市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画



Ｎｏ．５

対象施策の名称

担当課

対象施策の概要

手続の方法 実施結果 実施期間

パブリックコメント
手続

意見提出件数　１２件（３人）
対象施策への意見の反映　無

令和２年１２月１６日
～

令和３年１月１５日

アンケートの実施

徳島市障害福祉計画の見直しに係るアン
ケート調査
配布数　３，０００件
回答数　１，１５６件
回答率　３８．５％

令和２年７月３１日
～

令和２年８月２４日

備考

徳島市市民参加
推進本部による
意見

当該施策の策定に係る市民参加手続については、一定の市民参加が図られたものと考え
られる。当該施策の見直し等を行うときは、一層の市民参加が図られるよう努められた
い。

評価項目２：　意見を十分収集できたか。また、収集した意見は適切に取り扱ったか。

アンケートの実施に際しては、市内在住の手帳所持者（身体障害者手帳・療育手帳・精
神障害者保健福祉手帳）または児童通所支援等の利用者に向けた調査票と、その他市民に
向けた調査票を作成し、対象者の状況に応じた回答を得ることができるよう配慮した。
パブリックコメント手続においては、本市の各種施策に関することから、アンケートの

集計結果の活用方法まで、幅広い意見を得ることができた。
各手続により得られた意見については、市ホームページにおいてこれらの意見に対する

障害福祉課の考え方を公表する等、適切に取り扱った。

評価項目３：　市民参加手続を通じて、市民の主体的な参画のもと、施策を策定できたか。

一連の市民参加手続の実施に当たっては、マニュアルに沿って周知に努めたとともに、
アンケートの実施については、対象者の状況に応じた回答を得られるよう調査票を工夫
し、対象施策と関連の深い団体等が出席する徳島市障害者自立支援協議会においても意見
を求める等、幅広い意見を得られるように努めた。
　市民からは、今後施策を実施する上で参考となる有意義な意見等が多数得られた。
これらのことから、市民の主体的な参画のもと、徳島市障害福祉計画（第６期）を策定

できたと考えている。

徳島市障害福祉計画（第６期）

健康福祉部　障害福祉課

平成３０年３月に策定された「徳島市障害者計画及び徳島市障害福祉計画（第５期）」
に基づき、障害者施策やサービス提供の推進を図ってきたが、徳島市障害福祉計画（第５
期）が令和２年度で計画期間の終了、見直し時期を迎えたこと等から、国の障害者施策の
動向の変化、障害者ニーズの変化等へ対応できるよう徳島市障害福祉計画（第６期）を策
定した。

市民参加手続の
実施結果

市民参加手続の
評価

評価項目１：　市民参加手続の周知は十分に行えたか。

各手続の実施告知、結果公表等に際しては、総務課と連携の上、市ホームページに掲載
する等、適切な方法により周知した。
パブリックコメント手続の実施に際しては、イラストを用いた資料を作成・公表すると

ともに、対象施策と関連の深い団体等が出席する徳島市障害者自立支援協議会においても
周知する等、より多くの市民に関心を持ってもらえるように努めた。

市民会議の開催については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、開催を
見送ったが、令和５年度に予定している徳島市障害者計画及び徳島市障害福祉計画（第６
期）の見直し時には、感染状況を踏まえつつ、さらなる効果的な意見を施策に反映できる
よう検討していきたい。

市民参加手続実施評価表　（令和２年度策定施策）



Ｎｏ．６

対象施策の名称

担当課

対象施策の概要

手続の方法 実施結果 実施期間

パブリックコメント
手続

意見提出件数　２件（１人）
対象施策への意見の反映　無

令和２年１２月１６日
～

令和３年１月１５日

市民会議の設置

徳島市国土強靭化地域計画推進市民会議
委員数１５人（うち公募委員　　１人）
　　　　　　（うち女性委員　　４人）
開催回数３回（傍聴者数　延べ　０人）

令和２年８月２７日
～

令和３年２月４日

備考

徳島市市民参加
推進本部による
意見

当該施策の策定に係る市民参加手続については、一定の市民参加が図られたものと考え
られる。当該施策の見直し等を行うときは、一層の市民参加が図られるよう努められた
い。

評価項目２：　意見を十分収集できたか。また、収集した意見は適切に取り扱ったか。

市民会議の設置に際しては、対象施策の内容を踏まえた専門的知見を得るための人員、
男女の割合等を検討し、効果的かつ活発な議論ができるような委員構成に配慮した。
パブリックコメント手続においては、「国土強靭化地域計画に記載している施策を着実

に推進するよう要望する」等、の意見が提出され、今後の施策の取組みの参考になる意見
が得られた。
各手続により得られた意見については、ホームページにおいてこれらの意見に対する当

課（実施機関）の考え方を公表する等、適切に取り扱った。

評価項目３：　市民参加手続を通じて、市民の主体的な参画のもと、施策を策定できたか。

一連の市民参加手続の実施に当たっては、対象施策に関連の深い団体とも連携するな
ど、マニュアルに定める以上の周知に努めたとともに、得られた意見等を適宜ホームペー
ジに掲載するなど、公開性・透明性の確保を図った。
市民からは有意義な意見が多数得られ、いくつかは施策に反映し、施策の内容を充実さ

せることができた。
　これらのことから、市民の主体的な参画のもと、対象施策を策定できたと考えている。

徳島市国土強靭化地域計画肉付け

（当時）土木部　土木政策課／（現在）危機管理局　危機管理課

強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法第
１３条の規定に基づき、大規模自然災害等に対する必要な事前防災・減災、迅速な復旧復
興に資する施策を推進し、新規施策の追加等、計画のブラッシュアップを図る。

市民参加手続の
実施結果

市民参加手続の
評価

評価項目１：　市民参加手続の周知は十分に行えたか。

各手続の実施告知、結果公表等に際しては、総務課と連携の上、遅くとも１週間前には
公式ＨＰに掲載する等、適切な時期及び方法により周知した。また、イラストや図表を用
いた資料を作成・公表するなど、分かりやすく、市民の関心を高める周知に努めた。
パブリックコメント手続の実施に際しては、市政記者への資料提供や広報とくしまへの

掲載を行い、より多くの市民に関心を持ってもらえるように努めた。

対象施策や市民参加手続の周知に関しては、市民会議委員に対し、市民会議委員所属の
専門的な知識を持った周囲の方への周知を依頼することで、より周知効果があると考えら
れる。令和５年度に予定している施策の見直し時には、さらに効果的に手続を実施できる
よう検討を進めたい。

市民参加手続実施評価表　（令和２年度策定施策）



Ｎｏ．７

対象施策の名称

担当課

対象施策の概要

手続の方法 実施結果 実施期間

パブリックコメント
手続

意見提出件数　１６件（４人）
対象施策への意見の反映　無

令和２年３月２３日
～

令和２年４月２２日

市民会議の設置

徳島市自転車活用推進計画策定市民会議
委員数　２０人（うち公募委員　２人）
　　　　　　　（うち女性委員　５人）
開催回数　４回（傍聴者数　延べ０人）

令和元年８月８日
～

令和２年５月１３日

備考

徳島市市民参加
推進本部による
意見

当該施策の策定に係る市民参加手続については、一定の市民参加が図られたものと考え
られる。当該施策の見直し等を行うときは、一層の市民参加が図られるよう努められた
い。

評価項目２：　意見を十分収集できたか。また、収集した意見は適切に取り扱ったか。

市民会議の設置に際しては、対象施策の内容を踏まえ、専門的知見から検討をするた
め、学識経験者・関係行政機関・公募市民等を配置し、幅広い目線で効果的かつ効率的な
議論ができるような委員構成に配慮した。
【走る・守る・停める・活かす】をキーワードに、他県及び県内の自転車推進活動の情報
交換が行えた。また、【未就学児・子育て世代・高齢者・障がい者】といった幅広い層の
利用者からの視点に立った意見もいただき、施策策定の参考になる多様な意見が得られ
た。
各手続きにより得られた意見については、ホームページにおいてこれらの意見に対する

当課の考え方を公表し、適切に取り扱った。

評価項目３：　市民参加手続を通じて、市民の主体的な参画のもと、施策を策定できたか。

一連の市民参加手続の実施に当たっては、施策策定のため得られた意見等を適時ホーム
ページに掲載するなど、公開性・透明性の確保を図った。
市民からは有意義な意見を得られ、実際に自転車を利用する際に、【危険・不便】と感

じる場所等の意見をいただき、施策策定の参考となった。
　以上より、市民の主体的な参画のもと、対象施策を策定できたと考えている。

徳島市自転車活用推進計画

都市建設部　道路建設課

自転車活用推進法に基づき、徳島市自転車活用推進計画を策定し、自転車の更なる利活
用を推進するもの。

市民参加手続の
実施結果

市民参加手続の
評価

評価項目１：　市民参加手続の周知は十分に行えたか。

各手続の実施告知、結果公表等に際しては、総務課と連携の上、遅くとも一週間前に
は、広報とくしま・公式ホームページに掲載することで、適切な時期及び方法により周知
した。

市民参加手続実施評価表　（令和２年度策定施策）



Ｎｏ．８

対象施策の名称

担当課

対象施策の概要

手続の方法 実施結果 実施期間

パブリックコメント
手続

意見提出件数　５件（２人）
対象施策への意見の反映　無

令和２年１２月１６日
～

令和３年１月１５日

アンケートの実施

公共下水道事業に関するアンケート
配布数　３，０００件
回答数　１，０２７件
回答率　３４．２％

令和２年７月１５日
～

令和２年７月２９日

備考

徳島市市民参加
推進本部による
意見

当該施策の策定に係る市民参加手続については、一定の市民参加が図られたものと考え
られる。当該施策の見直し等を行うときは、一層の市民参加が図られるよう努められた
い。

評価項目２：　意見を十分収集できたか。また、収集した意見は適切に取り扱ったか。

アンケート調査については、回収率が３４．２％と他計画において実施されたアンケー
ト調査と同程度の結果となり、適切な広報活動が行えたと考える。
パブリックコメント手続においては、公共下水道事業に関する今後の進め方について有

益な意見が提出され、施策策定の参考になる多様な意見を得ることができた。
各手続により得られた意見については、公式ホームページにおいてこれらの意見に対す

る当局の考え方を公表するなど、適切に取り扱った。

評価項目３：　市民参加手続を通じて、市民の主体的な参画のもと、施策を策定できたか。

一連の市民参加手続を実施するに当たり、当市広報紙だけでなく当局広報紙や地元地方
紙にも手続の実施について掲載するなど、マニュアルに定める以上の周知に努めたととも
に、得られた意見等を適宜ホームページに掲載するなど、公開性・透明性の確保を図っ
た。
市民からは有意義な意見が多数得られ、いくつかは施策に反映し、施策の内容を充実さ

せることができた。
　これらのことから、市民の主体的な参画のもと、対象施策を策定できたと考えている。

徳島市公共下水道事業経営戦略

上下水道局　経営企画課

将来にわたって安定した公共下水道サービスを提供していくために、中長期的な経営の
基本計画である「徳島市公共下水道事業経営戦略」を策定し、市民サービスの向上や効率
的な事業経営に取り組む。

市民参加手続の
実施結果

市民参加手続の
評価

評価項目１：　市民参加手続の周知は十分に行えたか。

各手続の実施告知、結果公表等に際しては、総務課と連携の上、遅くとも１週間前には
公式ホームページに掲載する等、適切な時期及び方法により周知した。
アンケートの実施に際しては、広報とくしまや公式ホームページだけでなく、当局広報

誌の「上下水道だより」や徳島新聞の「情報とくしま」にも実施について掲載し、市民に
広く関心を持ってもらえるように努めた。

市民参加手続実施評価表　（令和２年度策定施策）


